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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第72期中は、１株当たり中間純損失であるため、記載していな

い。 

３ 提出会社の経営指標等において、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失」及び「潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

４ 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用している。 

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 14,160 16,516 15,246 42,197 45,413

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △362 588 183 3,073 3,419

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

(百万円) △205 377 128 1,801 2,101

純資産額 (百万円) 28,100 30,726 29,844 30,051 30,659

総資産額 (百万円) 54,647 57,631 57,226 56,242 58,590

１株当たり純資産額 (円) 631.96 694.68 683.97 673.77 700.64

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失 
(△) 

(円) △4.60 8.50 2.96 38.57 45.60

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) ― 8.49 2.93 38.52 45.39

自己資本比率 (％) 51.4 53.3 51.6 53.4 52.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,806 △654 △493 1,928 4,676

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △164 △1,169 △506 △953 △2,250

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,196 1,935 1,813 △3,265 △3,045

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,463 3,098 3,181 2,947 2,366

従業員数 (名) 1,133 1,145 1,147 1,126 1,124

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 7,631 9,228 7,531 27,891 30,065

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △201 193 △403 2,623 2,333

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) △102 142 △217 1,678 1,357

資本金 (百万円) 4,746 4,746 4,746 4,746 4,746

発行済株式総数 (千株) 46,918 46,918 46,918 46,918 46,918

純資産額 (百万円) 27,686 29,861 27,895 29,394 29,289

総資産額 (百万円) 48,670 51,118 49,922 50,214 52,172

１株当たり配当額 (円) 3.75 4.50 5.00 9.00 10.00

自己資本比率 (％) 56.8 58.4 55.8 58.5 56.1
従業員数 (名) 586 600 593 584 582



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社と各社の労働組合との関係について、特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

防災関連事業 702 

環境関連事業 374 

全社(共通) 71 

合計 1,147 

従業員数(名) 593 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善し、設備投資の増加や雇用情勢も改善するなど、景

気は緩やかに拡大しました。しかしながら、当社の主要な取引先である自治体の財政は依然として厳しく、加えて

原油高や原材料価格の高騰も続いております。 

このような状況のもとで、当社グループは、各事業部門において、懸命な営業活動を展開するとともに原価低

減、経費の削減による収益力の強化、グループの総合力の向上に努めてまいりました。 

当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比1,270百万円減少し、15,246百万円(7.6％減)となりました。利益に

つきましては、消防ポンプ部門の高機能車等の売上台数の減少などの影響が大きく、営業利益は、前年同期比467百

万円減少し71百万円(86.6％減)、経常利益は、前年同期比405百万円減少し183百万円(68.8％減)、中間純利益は前

年同期比249百万円減少し、128百万円(65.9％減)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

防災関連事業 

防災関連事業の売上高は、消防ポンプ部門において、はしご車、高所放水車等の売上台数の減少の影響が大き

く、前年同期比1,123百万円減少し、8,497百万円(前年同期比11.6％減)となり、営業利益は前年中間期営業利益

454百万円から633百万円減少し、営業損失179百万円となりました。 

  

環境関連事業 

環境関連事業の売上高は、前年同期比484百万円減少し、6,992百万円(前年同期比6.4％減)となりましたが、子

会社㈱モリタエコノスの業績は順調に推移しており、営業利益は前年同期比164百万円増加し、247百万円となり

ました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動に使用されたキャッシュ・フローは、493百万円となりました。(前年同期に比べ160百万円改善) 

これは主に、税金等調整前中間純利益223百万円、減価償却費448百万円、売上債権の減少額4,418百万円等の増加

要因及びたな卸資産の増加額2,645百万円、仕入債務の減少額1,843百万円、法人税等の支払額905百万円等の減少要

因によるものです。 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、506百万円となりました。(前年同期に比べ663百万円減少) 

これは主に、有形固定資産の取得に323百万円及び貸付による支出に166百万円使用したことなどによるもので

す。 

財務活動によって得られたキャッシュ・フローは、1,813百万円となりました。(前年同期に比べて121百万円減

少) 

これは、配当金の支払に242百万円や自己株式の取得に359百万円使用しましたが、運転資金のため短期借入を

2,440百万円行ったことなどによるものです。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前期末より814百万円増加し3,181百万円とな

りました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は販売価格で表示している。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていない。 

３ 上記の金額はセグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は販売価格で表示している。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていない。 

３ 上記の金額はセグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれていない。 

２ 上記金額はセグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

生産高(百万円) 前年同期比(％) 

防災関連 6,710 △18.1 

環境関連 6,989 3.8 

合計 13,700 △8.2 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

防災関連 18,801 △9.7 13,514 △14.7 

環境関連 8,631 14.0 5,508 31.8 

合計 27,432 △3.4 19,023 △5.0 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

販売高(百万円) 前年同期比(％) 

防災関連 8,311 △11.9 

環境関連 6,935 △2.0 

合計 15,246 △7.6 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更

及び新たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれていない。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社及び連結子会社の研究開発活動は、主に防災事業分野と環境事業分野の研究並びに業容の拡大を目的とした新

規事業分野の研究に区分されます。また、長期的成長の基礎的研究や事業戦略上急務となっている研究課題にも取り

組んでおります。 

当中間連結会計期間における当社及び連結子会社の研究開発費の総額は、386百万円であり、各事業分野の研究成果

及び研究開発費は次のとおりであります。 

防災関連事業におきましては、当社の主力製品である、はしご車の開発におきまして、はしごの伸縮スピードアッ

プを実現した軽量・高性能はしご車の開発を進めております。これにより、より効率的な人命救助を可能とし、大型

災害での有効性を確立して大きな需要を見込んでおります。また、はしご車に比較してよりコンパクトで低価格であ

りながら、高所での消防活動を支える消防車として、伸縮屈折式塔体構造の25ｍ高所消防車を開発しており、消防現

場でのさまざまなニーズにお応えできることを目指しております。化学車関連では、優れた消火性能と環境特性を併

せもった新型消火薬剤によるまったく新しい消火システム「Miracle CAFS」を開発いたしました。これは、従来の水

のみの消火活動に比較して17分の１の水量での消火を可能とし、震災時など防火用水の水源確保が困難な場合の効率

的な消火活動やマンション火災等の消火時の水損による二次災害を最小限に食い止めることを可能といたしました。

さらに、コンビナート石油タンク火災に有効な大容量泡放射システムの開発にも取り組んでおり、石油備蓄基地や化

学工場での大規模火災に備え、消防現場の新たな機材として期待されております。その他、自然災害やテロなどの大

規模災害によって、大量の遺体が発生した場合の緊急対策として、電源等が確保できない条件下での遺体腐敗の遅

延・臭気の抑制を目的とするシステムも開発しております。 

一方、基礎的研究としては、廃消火器回収システム「サークル・モリタ・エコ」の運用によって回収された廃棄消

火薬剤を用いた地球温暖化ガス抑制技術の研究を帯広畜産大学と共同研究しております。さらに、ガソリン等引火性

液体から発生する可燃性蒸気の爆発抑制技術を確立すべく、九州大学や愛知県警と基礎的共同研究を進めており、な

かでも、ガソリンの気化挙動の把握、着火性の検証などは国内初の取組みであります。これら防災関連事業にかかる

研究開発費は、333百万円であります。 

環境関連事業におきましては、まず環境プラント・機器の分野で、今後需要の増加が予想されるシュレッダープラ

ントに対して処理能力、メンテナンス性向上及び低振動化を図った、新型シュレッダーのラインアップ化を実施して

おり、自動車リサイクル法による需要と、鉄鋼業界のヘビースクラップ処理需要に対応しております。また、機械の

稼動・運用状況をオペレータまたは管理者へ無線にてリアルタイムに情報提供するシステムを開発し、各種スクラッ

プ処理機械に搭載して製品の差別化に取り組んでおります。スクラップ切断機においても処理のスピード化を目指す

高機能、高性能化に取り組んでおります。 

また、環境保全車輌の分野では、作業現場での積込量の確認がリアルタイムでスムーズに行え、集積したデータを

システム運用に利用できる計量装置をダンプ式塵芥車に搭載いたしました。これにより、「重量計付塵芥車」のプレ

ス式、回転ダンプ式の両シリーズでのラインアップを実現いたしました。さらに、ニーズの多様化と車両寿命の長期

化に応えるため、小型プレス式塵芥車の耐久性、作業効率性の向上を推進するため、積込機構や排出機構などの主要

な構成部品の強化を図るとともに、荷箱ボディー容積の拡大をはかっております。これら環境事業分野にかかる研究

開発費は、53百万円であります。 

防災・環境両分野とも取り巻く環境は業界の動向も含めてめまぐるしく変化しておりますので、この動向をいち早

く捉え、新製品・新技術を他社に先駆けて開発できる体制を今後も整えてまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はない。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 180,000,000 

計 180,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月14日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 46,918,542 46,918,542

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 46,918,542 46,918,542 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

  

(注) １ 新株予約権1個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 
  

  
  また、時価を下回る価額で、新株式を発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使を除く。)は、次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
  なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する普通株式にかかる自己株式

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,616(注)１ 1,602(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,616,000 1,602,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり658円(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日～
平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  658円
資本組入額 329円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権を付与された者
は、権利行使時においても当
社並びに子会社の取締役、監
査役、執行役員及び従業員
(顧問含む)であることを要す
る。ただし、権利行使期間中
に当該地位を喪失した場合で
も喪失後１年間に限り、権利
行使を認めるものとする。 
新株予約権を付与された者
が、権利行使期間中に死亡し
た場合は、同時に権利を失効
するものとする。 
その他の条件については、本
株主総会及び新株予約権発行
の取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権の割当を受け
た者との間で締結する契約に
定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を要
するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ――― ――― 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

× 
１

分割(または併合)の比率

        既発行 
株式数 

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

× 
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

  

(4) 【大株主の状況】 
平成18年９月30日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 
  住友信託銀行株式会社130千株 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社1,671千株 
２ 自己株式3,685千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合7.85％)は議決権がないため、上記の大株主から除外して
いる。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれている。 
２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式794株が含まれている。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 46,918 ― 4,746 ― 1,638

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 3,265 6.95

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 2,232 4.75

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 2,107 4.49

モリタ取引先持株会 大阪市生野区小路東５丁目５番20号 2,075 4.42

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,055 4.38

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 2,007 4.27

ドレスナーバンクエージーフラ
ンクフルトエクイティーズカス
タマーズアカウント 
(常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行) 

 
JURGEN-PONTO-PLATZ 1, D-60301 
FRANKFURT/MAIN, GERMANY 
  

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

1,850 3.94

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,671 3.56

モリタ従業員持株会 大阪市生野区小路東５丁目５番20号 1,058 2.25

宮田工業株式会社 神奈川県茅ヶ崎市下町屋１丁目１番１号 900 1.91

計 ― 19,223 40.97

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

3,685,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

42,599,000 
42,599 同上

単元未満株式 
普通株式 

634,542 
― 同上

発行済株式総数 46,918,542 ― ― 

総株主の議決権 ― 42,599 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりである。 

  

(1) 役職の異動 

  

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱モリタ 

大阪市生野区小路東５丁目
５番20号 

3,685,000 ― 3,685,000 7.85

計 ― 3,685,000 ― 3,685,000 7.85

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 970 968 879 860 840 820

最低(円) 910 834 759 714 763 725

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
管理サービス本部副本部長 

経理部長 

取締役 
管理サービス本部副本部長 

経理部長 
中 田 和 彦 平成18年７月１日 

常務取締役 
ポンプ生産本部副本部長 
調達担当兼購買部長 

常務取締役 
  

ポンプ営業本部副本部長 
  

浅 田 栄 治 平成18年12月７日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について

は、太陽監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、太陽Ａ

ＳＧ監査法人により中間監査を受けている。 

なお、太陽監査法人は、平成18年１月１日付をもってＡＳＧ監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更

している。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     3,098 3,181   2,366 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※４   10,907 9,777   13,932 

３ たな卸資産     8,155 7,639   4,993 

４ その他     1,224 1,421   1,131 

５ 貸倒引当金     △41 △37   △39 

流動資産合計     23,344 40.5 21,981 38.4   22,384 38.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

        

建物及び 
構築物 

  5,304   5,009 5,151   

機械装置及び 
運搬具 

  1,152   1,310 1,398   

土地   19,892   19,865 19,865   

建設仮勘定   32   31 15   

その他   448 26,830 46.5 425 26,642 46.5 456 26,887 45.8

２ 無形固定資産     251 0.4 169 0.2   185 0.3

３ 投資その他の 
  資産 

          

投資有価証券   6,293   7,399 8,213   

その他   1,627   1,632 1,591   

貸倒引当金   △715 7,205 12.5 △597 8,433 14.7 △673 9,131 15.5

固定資産合計     34,286 59.4 35,245 61.5   36,205 61.7

資産合計     57,631 100.0 57,226 100.0   58,590 100.0

            



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

※４   9,342 9,240   11,027 

２ 短期借入金 ※２   2,560 2,740   300 

３ 一年以内 
  返済予定の 
  長期借入金 

    2,048 5,338   3,818 

４ 賞与引当金     672 708   691 

５ 役員賞与引当金     ― 42   ― 

６ その他     2,438 2,479   3,047 

流動負債合計     17,061 29.6 20,550 35.9   18,884 32.2

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     5,906 568   2,112 

２ 退職給付引当金     721 652   669 

３ 役員退職引当金     229 370   342 

４ 債務保証損失 
  引当金 

    46 ―   19 

５ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

    1,001 3,323   3,323 

６ その他     1,670 1,917   2,298 

固定負債合計     9,574 16.6 6,832 11.9   8,765 14.9

            

負債合計     26,636 46.2 27,382 47.8   27,650 47.1

(少数株主持分)           

少数株主持分     268 0.4 ― ―   280 0.4

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     4,746 8.2 ― ―   4,746 8.1

Ⅱ 資本剰余金     4,346 7.5 ― ―   4,346 7.4

Ⅲ 利益剰余金     19,318 33.5 ― ―   20,336 34.7

Ⅳ 土地再評価差額金     1,463 2.5 ― ―   △4 △0.0

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    1,964 3.4 ― ―   2,845 4.8

Ⅵ 自己株式     △1,112 △1.9 ― ―   △1,610 △2.7

資本合計     30,726 53.3 ― ―   30,659 52.3

負債、少数株主 
持分及び 
資本合計 

    57,631 100.0 ― ―   58,590 100.0

            



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金       4,746     

２ 資本剰余金       4,359     

３ 利益剰余金       20,135     

４ 自己株式       △1,982     

株主資本合計       27,258 47.6     

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金 

      2,331     

２ 繰延ヘッジ損益       △12     

３ 土地再評価 
  差額金 

      △4     

４ 為替換算 
  調整勘定 

      △3     

評価・換算 
差額等合計 

      2,311 4.0     

Ⅲ 少数株主持分       274 0.4     

純資産合計       29,844 52.1     

負債純資産合計       57,226 100.0     

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     16,516 100.0 15,246 100.0   45,413 100.0

Ⅱ 売上原価     11,931 72.2 11,079 72.6   33,691 74.1

売上総利益     4,585 27.7 4,167 27.3   11,722 25.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

          

１ 役員報酬及び 
  従業員給料手当 

  1,356   1,363 2,965   

２ 賞与引当金 
  繰入額 

  317   333 335   

３ 役員賞与引当金 
  繰入額 

  ―   42 ―   

４ 退職給付費用   142   134 275   

５ 役員退職引当金 
  繰入額 

  38   45 150   

６ その他   2,190 4,046 24.4 2,175 4,095 26.8 4,745 8,472 18.6

営業利益     538 3.2 71 0.4   3,249 7.1

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   10   10 22   

２ 受取配当金   40   34 64   

３ 賃貸収入   63   68 134   

４ 持分法による 
  投資利益 

  ―   51 ―   

５ その他   44 158 0.9 39 204 1.3 163 386 0.8

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   61   49 128   

２ 賃貸費用   28   26 57   

３ その他   18 108 0.6 16 92 0.6 30 216 0.4

経常利益     588 3.5 183 1.2   3,419 7.5

Ⅵ 特別利益           

１ 貸倒引当金 
  戻入益 

  41   76 80   

２ 固定資産売却益 ※１ 2   18 2   

３ 投資有価証券 
  売却益 

  ―   ― 94   

４ 債務保証損失 
  引当金戻入益 

  49 93 0.5 19 115 0.7 76 254 0.5

            



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※２ 11   13 20   

２ 固定資産売却損 ※２ 10   58 37   

３ 投資有価証券 
  評価損 

  ―   1 5   

４ 会員権評価損   ―   1 9   

５ 電話加入権 
  評価損 

  ― 22 0.1 ― 74 0.4 28 101 0.2

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    659 3.9 223 1.4   3,571 7.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  294   96 1,062   

法人税等調整額   ― 294 1.7 ― 96 0.6 408 1,470 3.2

少数株主損失 
(△) 

    △12 △0.0 △1 △0.0   △0 △0.0

中間(当期) 
純利益 

    377 2.2 128 0.8   2,101 4.6

            



③ 【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

  

  
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,346 4,346

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

4,346 4,346

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 19,262 19,262

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 中間(当期)純利益 377 377 2,101 2,101

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 233 432  

２ 役員賞与 
  (うち監査役賞与) 

81
(2)

81
(2)

 

３ 連結子会社増加による 
  利益剰余金減少高 

7 7  

４ 土地再評価差額金取崩額 ― 321 506 1,027

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

19,318 20,336

   



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 4,746 4,346 20,336 △1,610 27,818 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △240   △240 

 役員賞与     △85   △85 

 中間純利益     128   128 

 自己株式の取得       △427 △427 

 自己株式の処分   13   55 68 

 持分法適用会社の 
 増加による増減     △3   △3 

 連結子会社減少による 
 剰余金減少額     △0   △0 

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 13 △200 △372 △559 

平成18年９月30日残高(百万円) 4,746 4,359 20,135 △1,982 27,258 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,845 ― △4 ― 280 30,939 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当           △240 

 役員賞与           △85 

 中間純利益           128 

 自己株式の取得           △427 

 自己株式の処分           68 

 持分法適用会社の 
 増加による増減           △3 

 連結子会社減少による 
 剰余金減少額           △0 

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間変動額(純額) △514 △12 ― △3 △5 △535 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △514 △12 ― △3 △5 △1,095 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,331 △12 △4 △3 274 29,844 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
  中間(当期)純利益 

 659 223 3,571

２ 減価償却費  450 448 945

３ 貸倒引当金の減少額  △41 △76 △80

４ 受取利息及び受取配当金  △50 △45 △87

５ 支払利息  61 49 128

６ 投資有価証券売却損益  ― ― △94

７ 有形固定資産除売却損益  20 53 56

８ 会員権評価損  ― 1 9

９ 売上債権の減少額  3,704 4,418 542

10 たな卸資産の増減額  △2,738 △2,645 423

11 仕入債務の減少額  △2,308 △1,843 △400

12 その他  △171 △167 91

小計  △414 415 5,104

13 利息及び配当金の受取額  50 43 87

14 利息の支払額  △65 △46 △132

15 法人税等の支払額  △225 △905 △383

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △654 △493 4,676

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の 
  取得による支出 

 △250 △323 △755

２ 有形固定資産の 
  売却による収入 

 21 29 28

３ 無形固定資産の 
  取得による支出 

 △75 △36 △90

４ 投資有価証券の 
  取得による支出 

 △739 △1 △1,330

５ 投資有価証券の 
  売却による収入 

 0 ― 240

６ 貸付けによる支出  △151 △166 △407

７ 貸付金の回収による収入  34 64 80

８ その他  △8 △73 △15

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,169 △506 △2,250



  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増加額  2,360 2,440 100

２ 長期借入金の 
  返済による支出 

 △28 △24 △2,052

３ 自己株式の取得による支出  △160 △359 △657

４ 親会社による 
  配当金の支払額 

 △233 △239 △432

５ 少数株主への 
  配当金の支払額 

 △3 △3 △3

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,935 1,813 △3,045

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  112 814 △619

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 2,947 2,366 2,947

Ⅵ 連結子会社の合併に伴う 
  現金及び現金同等物の増加額 

 39 ― 39

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 3,098 3,181 2,366

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    ８社 

   なお、連結子会社名は、㈱モ

リタエコノス、㈱モリタテク

ノス、モリタ第一機工㈱、㈱

モリタ総合サービス、㈱北海

道モリタ、㈱モリタユージ

ー、㈱モリタエンジニアリン

グ、及び㈱上野モリタであ

る。 

   前連結会計年度において非連

結子会社であった㈱上野モリ

タは、重要性が増したことに

より当中間連結会計期間より

連結の範囲に含めている。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    ７社 

   なお、連結子会社名は、㈱モ

リタエコノス、㈱モリタテク

ノス、㈱モリタ総合サービ

ス、㈱北海道モリタ、㈱モリ

タユージー、㈱モリタエンジ

ニアリング、及び㈱上野モリ

タである。 

   従来、連結子会社であったモ

リタ第一機工㈱は、清算した

ため、当中間連結会計期間よ

り連結の範囲から除外してい

る。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    ８社 

   なお、連結子会社名は、㈱モ

リタエコノス、㈱モリタテク

ノス、モリタ第一機工㈱、㈱

モリタ総合サービス、㈱北海

道モリタ、㈱モリタユージ

ー、㈱モリタエンジニアリン

グ、及び㈱上野モリタであ

る。 

   前連結会計年度において非連

結子会社であった㈱上野モリ

タは、重要性が増したことに

より当連結会計年度より連結

の範囲に含めている。 

 (2) 主要な非連結子会社名 

   ㈱モリタ東海    他１社 

 (2) 主要な非連結子会社名 

   ㈱モリタ東海、㈱アルボ 

 (2) 主要な非連結子会社名 

   ㈱モリタ東海、㈱アルボ 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、い

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

めである。 

   (連結の範囲から除いた理由) 

同左 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためで

ある。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用しない非連結子会

社および関連会社 

  ㈱モリタ東海、鹿児島森田ポン

プ㈱、㈱モリタ東洋、南京晨光

森田環保科技有限公司 他１社 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社の

数          ３社 

   なお、持分法を適用した関連

会社の名称は、㈱モリタ東

洋、南京晨光森田環保科技有

限公司及び四川森田消防装備

製造有限公司である。 

   前連結会計年度において持分

法非適用会社であった、㈱モ

リタ東洋、南京晨光森田環保

科技有限公司及び四川森田消

防装備製造有限公司は重要性

が増したため、当中間連結会

計期間から持分法の適用範囲

に含めている。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用しない非連結子会

社および関連会社 

  ㈱モリタ東海、㈱アルボ、鹿児

島森田ポンプ㈱、㈱モリタ東

洋、南京晨光森田環保科技有限

公司、四川森田消防装備製造有

限公司 

   (2) 持分法を適用しない非連結子

会社および関連会社 

   ㈱モリタ東海、㈱アルボ、鹿

児島森田ポンプ㈱ 

  

   (持分法を適用しない理由) 

   持分法非適用会社は、それぞ

れ中間連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用

から除外している。 

   (持分法を適用しない理由) 

同左 

   (持分法を適用しない理由) 

   持分法非適用会社は、それぞ

れ連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外している。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   (3) 持分法の適用の手続きについ

て特に記載する必要があると

認められる事項 

   持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる南京晨光森田環保科技有

限公司、四川森田消防装備製

造有限公司の2社について

は、各社の中間会計期間に係

る財務諸表を使用している。

㈱モリタ東洋については、中

間連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使

用している。 

  

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致している。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致してい

る。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法 

     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

    時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法 

     (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定) 

    時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法 

     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

    時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産 

    評価基準 

     原価法 

    評価方法 

     製品及び仕掛品 

      主として個別法 

  ② たな卸資産 

同左 

  ② たな卸資産 

同左 

     原材料 

      移動平均法 

    

     貯蔵品 

      最終仕入原価法 

    

  ③ デリバティブ 

    時価法 

  ③ デリバティブ 

同左 

  ③ デリバティブ 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

    定率法を採用している。 

    なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっている。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

付属設備を除く)について

は、法人税法に定める定額

法を採用している。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② 無形固定資産 

    定額法を採用している。 

なお、償却年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってい

る。 

    ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

いる。 

  ② 無形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    …債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上している。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    …同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    …同左 

  ② 賞与引当金 

    …従業員に対して支給する

賞与に備えるため支給見

込額を計上している。 

  ② 賞与引当金 

    …同左 

  ② 賞与引当金 

    …同左 

  ③    ―――   ③ 役員賞与引当金 

    …役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、

当連結会計年度における

支給見込額に基づき、当

中間連結会計期間に見合

う分を計上している。 

    (会計方針の変更) 

    当中間連結会計期間から

「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号

平成17年11月29日)を適用

している。これにより、営

業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は、42

百万円減少している。 

  ③    ――― 

  

  ④ 退職給付引当金 

    …従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上している。 

     なお、会計基準変更時差

異(3,968百万円)につい

ては、15年による按分額

を費用処理している。 

  ④ 退職給付引当金 

    …同左 

  ④ 退職給付引当金 

    …従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき当連結会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

いる。 

     なお、会計基準変更時差

異(3,968百万円)につい

ては、15年による按分額

を費用処理している。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

過去勤務債務について
は、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(10年)によ
る定額法により費用処理
している。 
数理計算上の差異につい
ては、各連結会計年度の
発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)による
定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理し
ている。 

  過去勤務債務について
は、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(10年)によ
る定額法により費用処理
している。 
数理計算上の差異につい
ては、各連結会計年度の
発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)による
定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理し
ている。 

  ⑤ 役員退職引当金 
    …役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職
慰労金規程に基づく中間
期末要支給額を計上して
いる。 

  ⑤ 役員退職引当金 
    …同左 

  ⑤ 役員退職引当金 
    …役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職
慰労金規程に基づく期末
要支給額を計上してい
る。 

  ⑥ 債務保証損失引当金 
    …債務保証による損失に備

えるため、債務保証の総
額から、主たる債務者の
返済可能額等の回収見込
額を控除した額を計上し
ている。 

  ⑥    ―――   ⑥ 債務保証損失引当金 
    …債務保証による損失に備

えるため、債務保証の総
額から、主たる債務者の
返済可能額等の回収見込
額を控除した額を計上し
ている。 

 (4) 中間連結財務諸表の作成の基
礎となった連結会社の中間財
務諸表の作成に当たって採用
した重要な外貨建の資産又は
負債の本邦通貨への換算の基
準 

   外貨建金銭債権債務は、中間
決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。 

 (4) 中間連結財務諸表作成の基礎
となった連結会社の中間財務
諸表の作成に当たって採用し
た重要な外貨建ての資産又は
負債の本邦通貨への換算の基
準 

   外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場に
より換算し、換算差額は損益
として処理している。なお、
在外子会社等の資産及び負債
は、中間連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算差
額は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めている。 

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎と
なった連結会社の財務諸表の
作成に当たって採用した重要
な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結
決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっている。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 
    繰延ヘッジ処理を採用して

いる。 
    なお、金利スワップについ

ては、特例処理の要件を満
たしている場合には、特例
処理を、為替予約について
は、振当処理をしている。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 

同左 
  

  



  

  

会計方針の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

    …金利スワップ、為替予約 

    ヘッジ対象 

    …借入金の利息、外貨建金

銭債権債務等 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  ③ ヘッジ方針 

    当社グループの内部規定に

基づき、為替変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジ

するためにデリバティブ取

引を行っている。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ手段とヘッジ対象の

相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比

較し、評価している。 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (7) 消費税及び地方消費税の会計

処理方法 

   税抜方式によっている。 

 (7) 消費税及び地方消費税の会計

処理方法 

同左 

 (7) 消費税及び地方消費税の会計

処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっている。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっている。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 



  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用している。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は、29,582百万円である。 

なお中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間連結財務諸

表規則により作成している。 

――― 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は14,780百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は15,217百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は15,039百万円である。 

      

※２ 担保資産 

   有形固定資産のうち、短期借

入金40百万円の担保に供して

いるものは次のとおりであ

る。 

※２ 担保資産 

   有形固定資産のうち、短期借

入金40百万円の担保に供して

いるものは次のとおりであ

る。 

※２ 担保資産 

   有形固定資産のうち、短期借

入金40百万円の担保に供して

いるものは次のとおりであ

る。 

科目 
帳簿価額 
(百万円) 

土地 90

科目
帳簿価額
(百万円) 

土地 90

科目
帳簿価額 
(百万円) 

土地 90 

      

 ３ 保証債務 

   得意先の製品支払リース債務

について、次のとおり債務保

証を行っている。 

㈱新井商店 
他１社 

11百万円

 ３     ―――  ３     ――― 

  

      

※４     ――― ※４ 中間連結会計期間末日満期手

形 

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理を

している。 

   なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日残高に含ま

れている。 

受取手形 305百万円

支払手形 632 

※４     ――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主なものは、機械装置及び運

搬具２百万円である。 

※１ 主なものは、機械装置及び運

搬具18百万円である。 

※１ 主なものは、機械装置及び運

搬具２百万円である。 

      

※２ 主なものは、次のとおりであ

る。 

除却損  

 建物及び 
 構築物 

2百万円

 機械装置 
 及び運搬具 

5 

 その他の有 
 形固定資産 

4 

売却損   

 土地 6 

 建物及び 
 構築物 

3 

※２ 主なものは、次のとおりであ

る。 

除却損  

 建物及び
 構築物 

2百万円

 機械装置
 及び運搬具

6 

 その他の有
 形固定資産

4 

売却損   

 その他の有
 形固定資産

58 

※２ 主なものは、次のとおりであ

る。 

除却損  

建物及び 
 構築物 

3百万円

機械装置 
 及び運搬具 

8 

その他の有 
 形固定資産 

8 

売却損   

土地 33 

建物及び 
 構築物 

3 

機械装置 
 及び運搬具 

1 

      

 ３ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半

期に比べ下半期の割合が大き

いため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高

との間に著しい相違があり、

上半期と下半期の業績に季節

的変動がある。 

 ３     同左 ――― 

      

 ４ 当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法

により計算しているため、法

人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表

示している。 

 ４     同左 ――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである 

 単元未満株式の買取りによる増加         16,721株 

 取締役会決議による取得による増加       492,000株 

減少数の内訳は、次のとおりである 

 ストックオプション行使による減少       103,000株 

 単元未満株式の買い増し請求による減少      1,338株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 46,918,542 ― ― 46,918,542 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 3,281,411 508,721 104,338 3,685,794 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 240 5.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月30日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 216 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月１日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,098百万円

現金及び現金同等物 3,098百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,181百万円

現金及び現金同等物 3,181百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,366百万円

現金及び現金同等物 2,366百万円



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

258 192 65

その他 
(工具器具 
備品他) 

256 202 53

ソフト 
ウェア 192 134 57

計 706 529 176

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

同左 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

82 37 45

その他 
(工具器具 
備品他) 

102 66 35

ソフト 
ウェア 90 64 26

計 275 168 107

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び 
運搬具 

79 30 48 

その他
(工具器具 
備品他) 

106 68 38 

ソフト
ウェア 117 79 38 

計 303 178 125 

    
 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定してい

る。 

１年以内 88百万円

１年超 88 

合計 176 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 45百万円

１年超 61 

合計 107 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

  

  

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」

により算定している。 

１年以内 53百万円

１年超 71 

合計 125 

    
 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 83百万円

減価償却費 
相当額 

83 

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 29百万円

減価償却費
相当額 

29

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 144百万円

減価償却費 
相当額 

144 

    
 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損

失はない。 

  (減損損失について) 

同左 

  (減損損失について) 

同左 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額

及び中間期末残高 

  取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 

(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

242 118 124

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額

及び中間期末残高 

  取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

275 132 142

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額

及び期末残高 

取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

275 140 134 

      

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額が、営

業債権の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「受取

利子込み法」により算定して

いる。 

１年以内 56百万円

１年超 106 

合計 162 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

同左 

１年以内 56百万円

１年超 114 

合計 170 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高及び見積残存価額の

残高の合計額が、営業債権の

期末残高等に占める割合が低

いため、「受取利子込み法」

により算定している。 

１年以内 56百万円

１年超 109 

合計 166 

      

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 29百万円

減価償却費 21 

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 33百万円

減価償却費 24 

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 60百万円

減価償却費 48 

  (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損

失はない。 

  (減損損失について) 

同左 

  (減損損失について) 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額(百万円) 

(1) その他有価証券  

 ① 株式 2,496 5,810 3,314

 ② その他 3 7 3

合計 2,500 5,818 3,317

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

 ① 非上場株式 390

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額(百万円) 

(1) その他有価証券  

 ① 株式 2,677 6,605 3,927

 ② その他 3 8 4

合計 2,681 6,613 3,931

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

 ① 非上場株式 373



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っているが、いずれもヘッジ会計を適用しているので注記の対

象から除いている。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っているが、いずれもヘッジ会計を適用しているので注記の対

象から除いている。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っているが、いずれもヘッジ会計を適用しているので注記の対

象から除いている。 

  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額(百万円) 

(1) その他有価証券  

 ① 株式 2,676 7,472 4,795

 ② その他 3 9 5

合計 2,680 7,481 4,800

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

 ① 非上場株式 377



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  製品の市場における使用目的に応じて防災関連事業、及び環境関連事業にセグメンテーションしている。 

２ 各事業の主要製品 

   防災関連事業……消防ポンプ車、消火器、消火設備、火報設備 

   環境関連事業……環境プラント・機械、プレス機械装置、衛生車、塵芥車他環境衛生関係車輌 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  製品の市場における使用目的に応じて防災関連事業、及び環境関連事業にセグメンテーションしている。 

２ 各事業の主要製品 

   防災関連事業……消防ポンプ車、消火器、消火設備、火報設備 

   環境関連事業……環境プラント・機械、プレス機械装置、衛生車、塵芥車他環境衛生関係車輌 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上基準 

③役員賞与引当金 (会計方針の変更)」に記載の通り、当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」(企業会

計基準第４号 平成17年11月29日)を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ当中間連結会計期

間における営業費用は防災関連事業が29百万円、環境関連事業が12百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してい

る。 

  

  
防災 
関連事業 
(百万円) 

環境
関連事業 
(百万円) 

計(百万円)
消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

9,438 7,078 16,516 ― 16,516

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

182 399 581 (581) ―

計 9,621 7,477 17,098 (581) 16,516

営業費用 9,167 7,394 16,561 (583) 15,978

営業利益 454 83 537 1 538

  
防災 
関連事業 
(百万円) 

環境
関連事業 
(百万円) 

計(百万円)
消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

8,311 6,935 15,246 ― 15,246

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

186 57 243 (243) ―

計 8,497 6,992 15,490 (243) 15,246

営業費用 8,676 6,745 15,421 (247) 15,174

営業利益又は営業損失(△) △179 247 68 3 71



前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  製品の市場における使用目的に応じて防災関連事業、環境関連事業にセグメンテーションしている。 

２ 各事業の主要製品 

   防災関連事業……消防ポンプ車、消火器、消火設備、火報設備 

   環境関連事業……環境プラント・産業機械、プレス機械装置、衛生車、塵芥車他環境衛生関係車輌 

  

  
防災 
関連事業 
(百万円) 

環境
関連事業 
(百万円) 

計(百万円)
消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

30,892 14,520 45,413 ― 45,413

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

367 201 569 (569) ―

計 31,260 14,722 45,983 (569) 45,413

営業費用 28,548 14,185 42,734 (570) 42,164

 営業利益 2,712 536 3,249 0 3,249



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

在外支社及び在外連結子会社がないため開示を行っていない。 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

在外支社及び在外連結子会社がないため開示を行っていない。 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

在外支社及び在外連結子会社がないため開示を行っていない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるので記載を省略した。 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるので記載を省略した。 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるので記載を省略した。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 694円68銭 １株当たり純資産額 683円97銭 １株当たり純資産額 700円64銭

１株当たり中間純利益 8円50銭 １株当たり中間純利益 2円96銭 １株当たり当期純利益 45円60銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

8円49銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

2円93銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

45円39銭

項目 前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表の純資
産の部の合計額(百万円) 

― 29,844 ―

普通株式に係る純資産額 
(百万円) 

― 29,570 ―

差額の主な内訳(百万円)  

 少数株主持分 ― 274 ―

普通株式の発行済株式数 
(千株) 

― 46,918 ―

普通株式の自己株式数 
(千株) 

― 3,685 ―

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数 
(千株) 

― 43,232 ―

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 377 128 2,101

普通株主に帰属しない金額
の内訳(百万円) 

 

 利益処分による 
 役員賞与金 

― ― 85

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円) 

377 128 2,015

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

44,427 43,361 44,193

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額 
(百万円) 

― ― ―

普通株式増加数(千株) 46 408 211

(うち自己株式取得方式に 
 よるストックオプション) 

(46) (―) (25)

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要 
  
  
  
  

平成16年６月29日定時
株主総会決議による新
株予約権方式のストッ
クオプション(新株予
約権の数 1,982個) 
なお、これらの概要
は、「新株予約権等の
状況」に記載のとおり
である。 

―――
  
  
  
  
  
  
  
  

――― 
  
  
  
  
  
  
  
  



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

該当事項はない。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   1,758   1,646 1,388   

受取手形 ※４ 810   997 933   

売掛金   5,736   4,319 8,502   

たな卸資産   6,202   5,609 3,261   

その他 ※１ 2,185   1,789 1,567   

貸倒引当金   △25   △13 △22   

流動資産合計     16,668 32.6 14,349 28.7   15,630 29.9

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※２         

建物   4,778   4,508 4,646   

土地   19,414   19,122 19,122   

その他   1,436   1,587 1,679   

有形固定資産 
合計 

  25,629   25,218 25,449   

無形固定資産   205   144 162   

投資その他の 
資産 

          

投資有価証券   5,832   6,759 7,613   

関係会社株式   ―   2,519 ―   

その他   3,494   1,524 3,983   

貸倒引当金   △711   △593 △668   

投資その他の 
資産合計 

  8,615   10,210 10,928   

固定資産合計     34,450 67.3 35,573 71.2   36,541 70.0

資産合計     51,118 100.0 49,922 100.0   52,172 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※４ 3,230   1,274 2,984   

買掛金   2,775   4,144 4,740   

短期借入金   2,200   2,400 ―   

一年以内 
返済予定の 
長期借入金 

  2,048   5,338 3,818   

未払法人税等   157   109 674   

賞与引当金   402   413 400   

役員賞与引当金   ―   30 ―   

その他   1,644   2,216 2,249   

流動負債合計     12,457 24.3 15,925 31.9   14,866 28.4

Ⅱ 固定負債           

長期借入金   5,906   568 2,112   

退職給付引当金   77   20 52   

役員退職引当金   129   257 226   

債務保証損失 
引当金 

  46   ― 19   

再評価に係る 
繰延税金負債 

  1,001   3,323 3,323   

その他   1,639   1,932 2,280   

固定負債合計     8,799 17.2 6,101 12.2   8,015 15.3

負債合計     21,257 41.5 22,027 44.1   22,882 43.8

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     4,746 9.2 ― ―   4,746 9.0

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   1,638   ― 1,638   

その他 
資本剰余金 

  2,707   ― 2,707   

資本剰余金合計     4,346 8.5 ― ―   4,346 8.3

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   1,234   ― 1,234   

任意積立金   16,913   ― 16,913   

中間(当期) 
未処分利益 

  369   ― 878   

利益剰余金合計     18,517 36.2 ― ―   19,026 36.4

Ⅳ 土地再評価差額金     1,463 2.8 ― ―   △4 △0.0

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    1,900 3.7 ― ―   2,785 5.3

Ⅵ 自己株式     △1,112 △2.1 ― ―   △1,610 △3.0

資本合計     29,861 58.4 ― ―   29,289 56.1

負債資本合計     51,118 100.0 ― ―   52,172 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金       4,746     

 ２ 資本剰余金           

  (1) 資本準備金       1,638     

  (2) その他 
    資本剰余金 

      2,720     

資本剰余金合計       4,359     

 ３ 利益剰余金           

  (1) 利益準備金       1,234     

  (2) その他 
    利益剰余金 

          

配当準備 
積立金 

      1,000     

圧縮積立金       1,149     

別途積立金       15,039     

繰越利益 
剰余金 

      85     

利益剰余金合計       18,508     

 ４ 自己株式       △1,982     

株主資本合計       25,632 51.3     

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １ その他有価証券 
   評価差額金 

      2,280     

 ２ 繰延ヘッジ損益       △12     

 ３ 土地再評価 
   差額金 

      △4     

評価・換算 
差額等合計 

      2,263 4.5     

純資産合計       27,895 55.8     

負債純資産 
合計 

      49,922 100.0     

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     9,228 100.0 7,531 100.0   30,065 100.0

Ⅱ 売上原価     6,936 75.1 5,790 76.8   23,150 77.0

売上総利益     2,291 24.8 1,741 23.1   6,914 22.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    2,296 24.8 2,354 31.2   5,032 16.7

営業利益又は 
営業損失(△) 

    △4 △0.0 △613 △8.1   1,881 6.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   393 4.2 391 5.2   861 2.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   195 2.1 182 2.4   409 1.3

経常利益又は 
経常損失(△) 

    193 2.0 △403 △5.3   2,333 7.7

Ⅵ 特別利益 ※３   90 0.9 120 1.6   163 0.5

Ⅶ 特別損失 ※４   19 0.2 69 0.9   54 0.1

税引前中間 
(当期)純利益 
又は中間 
純損失(△) 

    264 2.8 △352 △4.6   2,442 8.1

法人税、 
住民税及び 
事業税 

※５ 122   △134 640   

法人税等調整額   ― 122 1.3 ― △134 △1.7 444 1,084 3.6

中間(当期) 
純利益又は 
中間純損失(△) 

    142 1.5 △217 △2.8   1,357 4.5

前期繰越利益     226   226 

中間配当額     ―   199 

土地再評価差額 
金取崩額 

    ―   △506 

中間(当期) 
未処分利益 

    369   878 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計 配当準備

積立金 
圧縮
積立金 

別途
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 4,746 1,638 2,707 4,346 1,234 1,000 1,174 14,739 878 19,026

中間会計期間中の変動額          

 剰余金の配当        △240 △240

 役員賞与        △60 △60

 中間純損失        △217 △217

 圧縮積立金の取崩      △24   24 ―

 別途積立金の積立      300 △300 ―

 自己株式の取得          

 自己株式の処分     13 13     

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)          

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 13 13 ― ― △24 300 △793 △517

平成18年９月30日残高(百万円) 4,746 1,638 2,720 4,359 1,234 1,000 1,149 15,039 85 18,508

  

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 

その他
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) △1,610 26,509 2,785 ― △4 2,780 29,289

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当   △240   △240

 役員賞与   △60   △60

 中間純損失   △217   △217

 圧縮積立金の取崩   ―   ―

 別途積立金の積立   ―   ―

 自己株式の取得 △427 △427   △427

 自己株式の処分 55 68   68

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)     △504 △12 ― △516 △516

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △372 △877 △504 △12 ― △516 △1,394

平成18年９月30日残高(百万円) △1,982 25,632 2,280 △12 △4 2,263 27,895



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

① 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

…移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 …中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 …中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部

純資産直入法により処

理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 …期末日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定) 

   時価のないもの 

 …移動平均法による原価

法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

(イ)評価基準 

   原価法 

たな卸資産 

(イ)評価基準 

同左 

たな卸資産 

(イ)評価基準 

同左 

  (ロ)評価方法 

   原材料 

   …移動平均法 

   製品及び仕掛品 

    ポンプ事業部門 

    …個別法 

    防災事業部門 

    …移動平均法 

    環境事業部門 

    …個別法 

   貯蔵品 

   …最終仕入原価法 

(ロ)評価方法 

同左 

(ロ)評価方法 

同左 

  デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

② 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

定率法を採用している。 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっている。 

ただし、平成10年度の法人

税法の改正に伴い、平成10

年４月１日以降取得した建

物(建物付属設備を除く)に

ついては、定額法によって

いる。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、償却年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってい

る。 

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

いる。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

  長期前払費用 

期間内均等償却を採用して

いる。 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 

③ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与に備えるため、

支給見込額を計上して

いる。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3)   ――― (3) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度におけ

る支給見込額に基づ

き、当中間会計期間に

見合う分を計上してい

る。 

  (会計方針の変更) 

  当中間会計期間から

「役員賞与に関する会

計基準」(企業会計基

準第４号 平成17年11

月29日)を適用してい

る。これにより、営業

損失、経常損失及び税

引前中間純損失が30百

万円増加している。 

(3)   ――― 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上している。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年

度末において発生して

いると認められる額を

計上している。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    なお、会計基準変更時
差異(1,704百万円)に
ついては、15年による
按分額を費用処理して
いる。 

  過去勤務債務について
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10
年)による定額法によ
り費用処理している。 

  数理計算上の差異につ
いては、各事業年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費
用処理している。 

    なお、会計基準変更時
差異(1,704百万円)に
ついては、15年による
按分額を費用処理して
いる。 

  過去勤務債務について
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10
年)による定額法によ
り費用処理している。 

  数理計算上の差異につ
いては、各事業年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費
用処理している。 

  (5) 役員退職引当金 
  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員
退職慰労金規程に基づ
く中間期末要支給額を
計上している。 

(5) 役員退職引当金 
同左 

(5) 役員退職引当金 
  役員の退職慰労金の支
出に備えるため、役員
退職慰労金規程に基づ
く期末要支給額を計上
している。 

  (6) 債務保証損失引当金 
  債務保証による損失に

備えるため、債務保証
の総額から、主たる債
務者の返済可能額等の
回収見積額を控除した
額を計上している。 

(6)   ――― (6) 債務保証損失引当金 
  債務保証による損失に
備えるため、債務保証
の総額から、主たる債
務者の返済可能額等の
回収見積額を控除した
額を計上している。 

④ 外貨建の資産及び
負債の本邦通貨へ
の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中
間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は、損益として処理して
いる。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期
末日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額
は、損益として処理してい
る。 

⑤ リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってい
る。 

同左 同左 

⑥ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理を採用

している。 
  なお、金利スワップに
ついては、特例処理の
要件を満たしている場
合には、特例処理を、
為替予約については、
振当処理をしている。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

  ヘッジ手段 
  …金利スワップ、為替

予約 
  ヘッジ対象 
  …借入金の利息、外貨

建金銭債権債務等 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

同左 



  

  

会計方針の変更 
  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) ヘッジ方針 

  当社の内部規定に基づ

き、為替変動リスク及

び金利変動リスクをヘ

ッジするためにデリバ

ティブ取引を行ってい

る。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対

象の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、評価

している。 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

⑦ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税及び地方消費税の会

計処理方法は税抜方式によ

っている。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用

している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第5号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)」を適用

している。従来の資本の部の合計に

相当する金額は、27,908百万円であ

る。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。 

――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

――― (中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間まで、「投資その他の資産」の「その

他」に含めて表示していた「関係会社株式」は、資産

合計の100分の５を超えたため、当中間会計期間より区

分掲記することとした。なお、前中間会計期間末の

「関係会社株式」は2,250百万円である。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 消費税等の取扱

い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資

産のその他に含めて表示し

ている。 

同左 ――― 

        

※２ 有形固定資産減

価償却累計額 

11,677百万円 12,164百万円 11,948百万円 

        

 ３ 偶発債務 １ 得意先の製品リース支

払保証 

㈱新井商店 
他１社 

11百万円

関係会社の銀行借入に対す

る保証 

㈱モリタ
ユージー 

200百万円

関係会社の銀行借入に対す

る保証 

㈱モリタ 
ユージー 

200百万円

  ２ 関係会社の銀行借入に

対する保証 

㈱モリタ 
ユージー 

200百万円

    

        

※４ 中間会計期間末

日満期手形 

――― 中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

をしている。なお、当中間

会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の中

間会計期間末日満期手形が

中間会計期間末残高に含ま

れている。 

受取手形 139百万円

支払手形 189百万円

――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主

要項目 

受取利息 15百万円

賃貸収入 286百万円

受取利息 14百万円

賃貸収入 284百万円

受取利息 28百万円

賃貸収入 573百万円

        

※２ 営業外費用の主

要項目 

支払利息 57百万円

賃貸費用 127百万円

支払利息 46百万円

賃貸費用 121百万円

支払利息 120百万円

賃貸費用 267百万円

        

※３ 特別利益の主要

項目 

貸倒引当金 
戻入益 

38百万円

債務保証損失 
引当金戻入益 

49百万円

固定資産
売却益 

16百万円

貸倒引当金
戻入益 

84百万円

債務保証損失
引当金戻入益 

19百万円

貸倒引当金 
戻入益 

80百万円

債務保証損失 
引当金戻入益 

76百万円

        

※４ 特別損失の主要

項目 

固定資産
除却損 

9百万円

固定資産
売却損 

9百万円

固定資産
除却損 

7百万円

固定資産
売却損 

58百万円

会員権評価損 9百万円

固定資産
除却損 

15百万円

固定資産
売却損 

9百万円

電話加入権 
評価損 

14百万円

        

※５ 法人税、住民税

及び事業税 

税効果会計の適用に当たり

「簡便法」を採用している

ので、法人税等調整額を含

めた金額で、一括掲記して

いる。 

同左 ――― 

        

 ６ 減価償却実施額 有形固定資産 303百万円

無形固定資産 38百万円

有形固定資産 309百万円

無形固定資産 45百万円

有形固定資産 640百万円

無形固定資産 81百万円

        

 ７ 季節的変動 当社の売上高は、通常の営

業の形態として、上半期に

比べ下半期の割合が大きい

ため、事業年度の上半期の

売上高と下半期の売上高と

の間に著しい相違があり、

上半期と下半期の業績に季

節的変動がある。 

また、当中間会計期間末に

至る１年間の売上高は、次

のとおりである。 

前事業年度 
の下期の 
売上高 

20,259百万円

当中間期の 
売上高 

9,228 

計 29,488 

当社の売上高は、通常の営

業の形態として、上半期に

比べ下半期の割合が大きい

ため、事業年度の上半期の

売上高と下半期の売上高と

の間に著しい相違があり、

上半期と下半期の業績に季

節的変動がある。 

また、当中間会計期間末に

至る１年間の売上高は、次

のとおりである。 

前事業年度
の下期の 
売上高 

20,836百万円

当中間期の
売上高 

7,531

計 28,368 

――― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりである 

   単元未満株式の買取りによる増加         16,721株 

   取締役会決議による取得による増加       492,000株 

  減少数の内訳は、次のとおりである 

   ストックオプション行使による減少       103,000株 

   単元未満株式の買い増し請求による減少      1,338株 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 3,281,411 508,721 104,338 3,685,794 



(リース取引関係) 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(借主側) 
１ リース物件の所有

権が借主に移転す
ると認められるも
の以外のファイナ
ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期
末残高相当額 

  

取得 
価額 
相当額 
(百万 
円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万 
円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(百万 
円) 

機械 
装置 167 157 9

工具 
器具 
備品他 

238 187 50

ソフト 
ウェア 92 80 11

計 498 426 72

１ リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期
末残高相当額 

取得
価額 
相当額
(百万 
円) 

減価
償却 
累計額
相当額
(百万 
円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(百万 
円) 

工具
器具 
備品他

83 44 39

ソフト
ウェア

10 8 1

計 93 53 40

１ リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額、減損損失累
計額相当額及び期末残
高相当額 

取得 
価額 
相当額 
(百万 
円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万 
円) 

期末 
残高 
相当額
(百万 
円) 

工具
器具 
備品他

71 42 28 

ソフト
ウェア

24 21 3 

計 96 64 32 

    なお、取得価額相当額
は、有形固定資産の中
間期末残高等に占める
未経過リース料中間期
末残高の割合が低いた
め、「支払利子込み
法」により算定してい
る。 

同左   なお、取得価額相当額
は、有形固定資産の期
末残高等に占める未経
過リース料期末残高の
割合が低いため、「支
払利子込み法」により
算定している。 

    
  ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額等 
 未経過リース料中間期末
残高相当額 

  なお、未経過リース料
中間期末残高相当額
は、有形固定資産の中
間期末残高等に占める
その割合が低いため、
「支払利子込み法」に
より算定している。 

１年以内 47百万円
１年超 24 

計 72 

２ 未経過リース料中間期
末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末
残高相当額 

同左 

１年以内 14百万円
１年超 25 

計 40 

２ 未経過リース料期末残
高相当額 

  
  

  なお、未経過リース料
期末残高相当額は、有
形固定資産の期末残高
等に占めるその割合が
低いため、「支払利子
込み法」により算定し
ている。 

１年以内 15百万円
１年超 16 

計 32 

    
  ３ 支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩
額、減価償却費相当額
及び減損損失 

支払
リース料 

61百万円

減価償却費 
相当額 

61 

３ 支払リース料、リース
資産減損勘定の取崩
額、減価償却費相当額
及び減損損失 

支払
リース料 

10百万円

減価償却費
相当額 

10

３ 支払リース料、リース
資産減損勘定の取崩
額、減価償却費相当額
及び減損損失 

支払
リース料 

98百万円

減価償却費 
相当額 

98 

    
  ４ 減価償却費相当額の算

定方法 
  リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零と
する定額法によってい
る。 

４ 減価償却費相当額の算
定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算
定方法 

同左 

    (減損損失について) 
  リース資産に配分され

た減損損失はない。 

  (減損損失について) 
同左 

  (減損損失について) 
同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有していない。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有していない。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有していない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はない。 

  

当中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

該当事項はない。 

  

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はない。 

  



(2) 【その他】 

第74期中間配当について、平成18年10月30日開催の取締役会で次のとおり決議した。 

  
  

中間配当金総額 216百万円

１株当たり中間配当金 ５円00銭

中間配当金支払請求権の 
効力発生日並びに支払開始日 

平成18年12月１日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第73期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。 

            

(2) 
  

自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成18年３月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年４月４日 
近畿財務局長に提出。 

            

    報告期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年４月30日 

  
平成18年５月２日 
近畿財務局長に提出。 

            

    報告期間 
自 平成18年５月１日 
至 平成18年５月31日 

  
平成18年６月５日 
近畿財務局長に提出。 

            

    報告期間 
自 平成18年６月１日 
至 平成18年６月30日 

  
平成18年７月10日 
近畿財務局長に提出。 

            

    報告期間 
自 平成18年７月３日 
至 平成18年７月31日 

  
平成18年８月23日 
近畿財務局長に提出。 

            

    報告期間 
自 平成18年８月１日 
至 平成18年８月31日 

  
平成18年９月８日 
近畿財務局長に提出。 

            

    報告期間 
自 平成18年９月１日 
至 平成18年９月30日 

  
平成18年10月２日 
近畿財務局長に提出。 

            

    報告期間 
自 平成18年10月１日 
至 平成18年10月31日 

  
平成18年11月２日 
近畿財務局長に提出。 

            

    報告期間 
自 平成18年11月１日 
至 平成18年11月30日 

  
平成18年12月４日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

株式会社モリタ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モリタの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社モリタ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

太陽監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  梶  川     融  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  村     実  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  小 笠 原     直  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

株式会社モリタ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モリタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社モリタ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計方針の変更」に記載されているとおり、連結会社は当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」を

適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

太陽ＡＳＧ監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  村     実  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  小 笠 原     直  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

株式会社モリタ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モリタの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第73期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社モリタの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

太陽監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  梶  川     融  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  村     実  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  小 笠 原     直  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

株式会社モリタ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モリタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第74期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社モリタの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「役員賞与に関する会計基準」を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

太陽ＡＳＧ監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  村     実  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  小 笠 原     直  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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